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背景

1. 輸出加工および輸出製造活動に関するガイダンス

2. 輸出加工企業（EPE）に対する税関の検査・監督の条件に関する政令

18の第28a条の適用に関するガイダンス

3. みなし輸出入活動に関するその他の主要なポイント

主な内容

• 2021年3月11日、政府は輸出入関税法を実行するための政令第134/2016/ND-CP号（以下、「政令134」）に関するいくつかの
条項を修正・補足する政令第18/2021/ND-CP号（以下、「政令18」）を発行しました。政令18は2021年4月25日から有効とな
ります。

• 政令18での規定を適用する際に多くの企業が問題に直面している現状を考慮し、税関総局は2021年6月1日にOfficial Letter 
No.2687/TCHQ-TXNK（以下、「OL 2687」）を発行し、政令18のいくつかの重要な内容の実施に関する詳細なガイダンスを公
表しました。
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# カテゴリ 輸出加工 輸出製造

1.1
ベトナム国内企業に委託
されたサブプロセス

• 輸出関税の対象となるベトナム国内の原材料
から加工された完成品の場合、輸出時にその
原材料の価値及び関税率に基づいて輸出関税
が課せられます。

• 加工契約の当事者双方がベトナム国内企業
（EPEや非関税地区内の企業を除く）である

場合、税関手続を行う必要はありませんが、
財務省（“MoF”）の規則に従って、材料、供

給品、製品、機械・設備の納入に関するサ
ポート書類を提出する必要があります。契約
当事者は材料・供給品を引渡す前に、再加工
業者名、加工契約書、その付録、再加工業者
の施設などを管轄税関局に通知する責任があ
ります。

契約当事者は材料・供給品の引渡す前に、再加
工業者名、加工契約書、その付録、加工業者の
施設などを税関当局に通知する責任がありま
す。

1.2

非関税地区や、海外の企

業に委託されたサブプロ

セス

• 輸入品、または輸入品から加工された半製品がEPEや海外の企業に委託加工のために引渡される
際には輸出関税が免除されます。

• EPEや海外の企業が加工した製品がベトナムに輸入される際には輸入関税の対象となります。

1.輸出加工および輸出製造活動に関するガイダンス
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# カテゴリ 輸出加工 輸出製造

1.3 みなし輸出

• みなし輸出業者は輸出申告書の通関日から15日以内に、輸入申告書の完了を税関当局まで郵送で
通知するか、輸出申告書が登録された税関支局に直接提出する、または、V5システムで通知書の
スキャンを提出しなければなりません（税関システムでこの機能が更新された後で）。

• 15日以内に輸入申告書が提出されない場合、みなし輸出業者は新たな申告書（ A42輸入モード）

を登録し、みなし輸出製品の製造に使用された材料・供給品について、新たな申告書の登録時点
での価値及び税率に基づいて申告を行い、輸入関税を支払わなければなりません。

• みなし輸出業者が新たな税関申告書（A42輸入モード）を申告し、新たな税関申告書または税関

当局が課した関税に基づいて輸入関税を支払った後に輸入税関申告書の完了を通知した場合、税
関当局は税務管理法に基づいて過払い関税額に対応を行う事となります。

• 輸出関税の対象となる国内の原材料・供給
品から加工された完成品は、国内での輸出
時に当該原材料・供給品に伴う価額と関税
率に基づいて課税されます。

• みなし輸出製品は輸出関税の対象とならない
製品（EPEや非関税地域内の企業により輸出さ

れた製品など）を除き、輸出関税は免除され
ません。

1.輸出加工および輸出製造活動に関するガイダンス（続き）
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# カテゴリ 輸出加工 輸出製造

1.4 みなし輸入

• 輸入申告書が輸出加工形態の下で登録されていれば、当該みなし輸入製品は輸入関税が免除され
ます。

• みなし輸入製品が他の輸入形態（輸出加工ではない）、例えば販売用輸入形態（A11）や製造用
輸入形態（A12）の下で登録されている場合、輸入業者は輸入関税を申告・納付しなければなり
ません。

• みなし輸入製品に対して既に輸入関税が支払われていたが、その製品が実際に海外や非関税地区
に輸出された製品の製造に使用されていた場合、当該納付済の輸入関税は還付されます。

1.5 スクラップ及び廃棄物

• 加工工程で発生したスクラップ及び廃棄物は
輸入関税が免除されます。

• 加工工程で発生したスクラップ及び廃棄物を
国内市場に販売する時、輸入関税が免除され
るため、納税者は税関手続きを行う必要はあ
りませんが、付加価値税（VAT）、特別消費

税、環境保護税（該当あれば）等を税務当局
に納付する必要があります。

• 2021年4月25日以前に国内市場に販売された

加工工程で発生したスクラップ及び廃棄物に
ついても、GDCが発行した2019年5月22日付
のOfficial Letter No.5845/BTC-TCHQおよび2019
年7月1日付のOfficial Letter No.4344/TCHQ-
TXNKに従い、納税者は税関当局にVATを申
告・納付する必要があります。

• 製造工程から発生したスクラップ及び廃棄物
は輸入関税が免除されます。

• 製造工程で発生したスクラップ及び廃棄物を
国内市場に販売する際、輸入関税が免除され
るため、納税者は税関手続を行う必要はあり
ませんが、付加価値税（VAT）、特別消費

税、環境保護税（ある場合）等を税務当局に
納付する必要があります。

• 2021年4月25日以前に国内市場に販売された

製造工程で発生したスクラップ及び廃棄物に
ついても、納税者は税関当局にVATを申告・
納付する必要があります。

1.輸出加工および輸出製造活動に関するガイダンス（続き）
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2. 輸出加工企業（EPE）に対する税関の検査・監督の条件に関する政令18

第28a条の適用に関するガイダンス

2.1. EPE及び非関税地域への税関の検査・監督の条件について

EPE を管理する税関支局は投資許可当局からのリクエストを受
けて、当該 EPE に対する税関の検査・監督の条件を検査・認証
を行います。

税関支局は以下に該当する場合、政令18の発効日から1年以内

に、これらの条件が完了したことを通知する詳細なガイダンス
を提供します（複数回実施される可能性があります）。

❑EPE（新規・拡張投資プロジェクトを有する企業を含む）

が、税関の検査・監督の条件を満たしていることを税関当
局に通知したが、税関当局の検査時に不適合と判定された
場合。

❑EPEが投資登録証明書（以下「IRC」）、又は修正IRCが付
与されているか、或いは、2021年4月25日以前にIRCを発行

する必要がなく、管轄の投資登録機関からのその旨の文書
を入手しており、かつ実際に稼働している場合。

（2021年4月25日以前にEPEが上記の条件を満たしているこ
とが税関当局によって判定された場合を含む）

❑EPEが投資登録証明書（以下「IRC」）、又は修正IRCが付
与されているか、或いは、2021年4月25日以前にIRCを発行

する必要がなく、管轄の投資登録機関からのその旨の文書
を入手しており、かつ建設中である場合。

（2021年4月25日以前にEPEが上記の条件を満たしているこ
とが税関当局によって判定された場合を含む）

EPEおよび税関当局の通知書は政令18の付録VII に添付された
フォーム25および26に基づいて作成されます。

2.2. 貨物保管場所で設置される監視カメラ

倉庫または原材料、消耗品、完成品、半製品、機械、設備、そ
の他の関税対象ではない物品の保管場所など、物品の保管を目
的とする場所には監視カメラを設置する必要があります。

工場、事務所、食堂など、生産や商品の使用を目的とするその
他の場所には監視カメラの設置は不要です。

2.3. 関税の対象ではない貨物を管理するソフトウェア

税関総局によると、EPEは通達第38/2015/TT-BTC号の第60条、第2
項, のPoint bを修正・補足した通達第39/2018/TT-BTC号の第1条、
第39項に基づいてファイナリゼーションレポートの作成にデー

タを監視・抽出できるソフトウェア（輸入原料・供給品および
その原料・供給品から製造された輸出製品の入出荷及び在庫状
況に関するデータ）をすでに使用しているはずとの事です。
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3. みなし輸出入活動に関するその他の主要な

ポイント

3.1. みなし輸出活動が認められるには、輸出業者は指定された配送
に関する文書を提出する必要があります。

みなし輸出手続を行う際には、輸出業者は海外の企業または個
人によって指定された配送の文書を提出しなければなりませ
ん。この文書がない場合、その活動はみなし輸出として取り扱
われません。

3.2. 税関当局は輸出加工、輸出製造活動に伴うみなし輸入申告を監
視します。

税関総局は各税関支局に対して以下のとおり要請しています。

• Ecustoms-V5システム上の次の2つのファンクションからみな
し輸出・輸入の申告書をリスト化にすること：I. Centralized 
Data Mining及び H. In-land Import Declaration/1. Monitoring 15-
day Overdue Declaration

• 上記で抽出されたデータに基づいて、当該みなし輸入申告書
が提出されていない延滞中のみなし輸出申告書を特定するこ
と。

• 税関申告書上の「 Enterprise’s internal management number 」欄

に以下の内容を正しく申告するよう企業にガイダンスを提供
すること。

（注：このガイダンスは2021年3月6日付のOfficial Letter 
No.2736/TCHQ-TXNKによって修正されました。）

- みなし輸出申告の場合： “#&XKTC”

- みなし輸入申告の場合： “#&NKTC#みなし輸出申告書番号
（11桁）”
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